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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月

売上高 （千円） 3,397,103 3,412,353 3,678,558 2,483,937 2,208,231

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △243,845 49,752 5,448 △873,094 △537,876

親会社株主に帰属する当

期純利益又は親会社株主

に帰属する当期純損失

（△）

（千円） △987,647 △11,937 157,486 △777,815 △538,106

包括利益 （千円） △1,050,560 55,993 248,668 △785,910 △538,106

純資産額 （千円） 545,311 1,856,126 1,529,295 743,384 673,095

総資産額 （千円） 1,488,896 2,808,820 2,746,119 1,203,509 1,065,668

１株当たり純資産額 （円） 26.03 61.83 53.86 26.32 21.19

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△）

（円） △53.95 △0.59 5.58 △27.54 △18.36

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 32.9 62.2 55.4 61.8 62.9

自己資本利益率 （％） － － 9.6 － －

株価収益率 （倍） － － 26.70 － －

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △135,928 154,232 △209,508 △345,698 △502,380

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △105,598 20,060 △516,638 248,498 1,930

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 139,367 1,257,890 △145,409 △472,435 454,177

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 260,931 1,693,115 821,565 251,928 205,657

従業員数 （人） 74 46 44 46 50

（注）１．売上高には、税込処理を採用している一部の子会社を除き消費税等は含まれておりません。

２．第27期、第28期及び第31期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの

１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。第29期は潜在株式が存在していないため記載してお

りません。第30期は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第27期、第28期、第30期及び第31期の自己資本利益率については、親会社株主に帰属する当期純損失である

ため記載しておりません。

４．第27期、第28期、第30期及び第31期の株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失であるため

記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期

決算年月 2017年３月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月

売上高 （千円） 38,528 － 41,538 34,544 118,595

経常損失（△） （千円） △181,329 △147,900 △97,193 △462,278 △341,491

当期純損失（△） （千円） △1,122,512 △135,831 △98,143 △493,878 △631,568

資本金 （千円） 1,804,270 2,438,187 2,438,187 100,000 332,393

発行済株式総数 （株） 18,838,200 28,240,000 28,240,000 28,240,000 31,625,800

純資産額 （千円） 516,220 1,635,211 1,537,068 1,043,189 879,437

総資産額 （千円） 555,369 1,670,848 2,016,787 1,124,201 1,179,468

１株当たり純資産額 （円） 26.71 57.90 54.43 36.94 27.71

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（内、１株当たり中間配

当額）

(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純損失

（△）
（円） △61.31 △6.68 △3.48 △17.49 △21.55

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 90.6 97.9 76.2 92.8 74.3

自己資本利益率 （％） － － － － －

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

従業員数 （人） 8 7 2 3 10

株主総利回り （％） 75.6 117.6 113.7 93.9 114.5

（比較指標：配当込み

TOPIX）
（％） (114.7) (132.9) (126.2) (114.2) (162.3)

最高株価 （円） 177 250 389 188 231

最低株価 （円） 94 88 126 93 112

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．１株当たり配当額及び配当性向につきましては、各期とも配当を行っていないため、記載しておりません。

３．第27期、第28期及び第31期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。第29期から第30期までは、１株当たり当

期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．自己資本利益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

５．株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

６．最高株価及び最低株価は、2017年８月１日より東京証券取引所（市場第二部）におけるものであり、それ以

前は、東京証券取引所（マザーズ）におけるものです。

 

EDINET提出書類

パス株式会社(E05674)

有価証券報告書

 3/78



２【沿革】

当社は、1990年５月、旅行業代理店業を目的とする会社として、「アイロンジャパン株式会社」を大阪府大阪市に

おいて創業いたしました。

その後、事業目的を電子認証・認識技術を軸としたサービスの提供に改め、商号も「イー・キャッシュ株式会社」

に変更いたしました。

また、2014年６月27日開催の第24回定時株主総会の決議により、2014年７月１日をもって当社商号を「イー・

キャッシュ株式会社（英訳名ecash corporation）」から「パス株式会社（英訳名PATH corporation）」へ変更いた

しました。

イー・キャッシュ株式会社への商号変更以後にかかる経緯は、次のとおりであります。

年月 事項

2000年12月 商号を「イー・キャッシュ株式会社」に変更

2001年11月 電子認証・認識技術を軸としたサービスとして、電子商取引における決済代行サービス「イー・

キャッシュ オールマイティ」を開始

2002年10月 東京都港区虎ノ門に本店移転

 トッパン・フォームズ株式会社と携帯電話での電子商取引事業に関し業務提携

2003年２月 「イー・キャッシュ オールマイティ」をＷｅｂサービスに対応

2003年３月 携帯電話での電子商取引システム「ゆびコマ」のサービスを開始。トッパン・フォームズ株式会

社にＯＥＭ提供

2003年７月 電子認証・認識技術を軸とした次なるサービスとしてＲＦＩＤ事業を開始し、トッパン・フォー

ムズ株式会社に同分野におけるコンサルティングサービスを提供

2004年６月 プライバシーマーク使用許諾を取得

2004年11月 マイクロソフト株式会社より同社のＳＱＬ Ｓｅｒｖｅｒを中心としたマーケティングに関わる

業務を受託

2005年７月 電通グループ（株式会社サイバー・コミュニケーションズ、株式会社電通ドットコム）及びトッ

パン・フォームズ株式会社と資本・業務提携。電子商取引分野及びＲＦＩＤ分野における事業推

進体制を強化

2006年２月 英国バークシャー州に100％出資子会社Ｇｌｏｂａｌ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｄｅｓｉｇｎ（ＵＫ）

Ｌｔｄ．を設立

2006年３月 東京都港区三田に本店移転

2007年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

2007年10月 東京都港区海岸に本店移転

2009年４月 子会社Ｇｌｏｂａｌ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｄｅｓｉｇｎ（ＵＫ）Ｌｔｄ．を清算

2009年６月 東京都港区新橋に本店移転

2009年９月 イー・キャッシュライフウェア株式会社（連結子会社）を設立

2009年９月 ロハスカーボンＣＯ２研究所株式会社（持分法適用関連会社）と資本・業務提携

2009年11月 株式会社ロハス・インスティチュート（連結子会社）が新たに発行した株式を取得

2010年２月 株式会社ディー・ワークス（連結子会社）と株式を交換

2010年６月 ロハスカーボンＣＯ２研究所株式会社からイー・キャッシュライフウェア株式会社（連結子会

社）へ医療施設・設備貸与事業の事業譲渡を実施したことにより、医療クリニック向けの新たな

サービス事業を開始

2011年５月 東京都渋谷区南平台町に本店移転

2012年３月

2012年３月

子会社イー・キャッシュライフウェア株式会社の全株式を譲渡

子会社株式会社ロハス・インスティチュートの全株式を譲渡

2013年１月 子会社株式会社ディー・ワークスの全株式を譲渡

2013年２月 パス・トラベル株式会社（旧社名：株式会社アトラス）（連結子会社）の全株式を取得
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年月 事項

2014年７月 商号を「パス株式会社」に変更

2014年７月 東京都港区虎ノ門に本店移転

2014年12月 東京都港区虎ノ門に80％出資子会社株式会社ＰＡＴＨマーケットを設立

2014年12月 株式会社ｇｉｆｔ（連結子会社）の株式81.5％を取得

2015年８月 株式会社マードゥレクス（現・連結子会社）の株式51％を取得

2015年８月 株式会社ジヴァスタジオ（現・連結子会社）の株式51％を取得

2015年10月 株式会社新東通信との業務提携、株式会社ＰＡＴＨマーケットに対する第三者割当増資

2015年12月 株式会社ｇｉｆｔの全株式を取得、東京都港区虎ノ門に本店移転

2016年３月 東京都港区虎ノ門に株式会社コミュニタス（連結子会社）を設立、子会社株式会社ｇｉｆｔより

コミュニティサービス事業を譲受

2016年９月 パス・トラベル株式会社、第１種旅行業登録

2016年９月 株式会社ＰＡＴＨマーケット、株式会社コミュニタスの全株式を譲渡

2016年12月 株式会社ｇｉｆｔを清算

2017年１月 決済代行事業の譲渡及び同事業の廃止

2017年７月 東京都渋谷区神宮前に本店移転

2017年８月 東京証券取引所市場第二部へ市場変更

2018年３月 パス・トラベル株式会社の全株式を譲渡し、旅行事業を廃止

2018年８月 Blockshine Japan株式会社を設立

2018年９月 Blockshine Singapore Pte.Ltd.を設立

2019年２月 株式会社マードゥレクスと株式会社ジヴァスタジオの株式を追加取得し完全子会社化

2019年４月 仮想通貨交換業者向けカストディ業務用管理システム等の使用許諾権等を取得

2019年４月 ブロックチェーン技術利用キャッシュレス推進システムBastionPayのサービス提供開始

2020年２月 Blockshine Japan株式会社の全株式を譲渡し、ブロックチェーン事業を廃止

2020年11月 株式会社アルヌールを設立

（注）本書に掲載されている会社名、製品名は一般に各社の商標又は登録商標です。本書では©、®、™等の表示は省略

しております。
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３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（パス株式会社）、子会社３社により構成されており、通

信販売事業を主たる業務としております。

また、当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更し、通信販売事業を単一のセグメントとして表示して

おります。詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情

報等）」に記載のとおりであります。

なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当して

おり、これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断す

ることとなります。

 

(1）通信販売事業

連結子会社である株式会社マードゥレクスにおきまして、「女優肌」ファンデーションをはじめとした「エク

スボーテ Ex:beaute」ブランド化粧品を中心とした事業を展開し、株式会社ジヴァスタジオにおきましては、

「美と健康」をキーワードとした商品の企画開発及びＴＶショッピングを中心にカタログ・Web・店頭販売まで

幅広いチャネルによる事業を展開しております。

 

(2）その他事業

株式会社アルヌールにおきまして、微細藻類の培養、研究開発、微細藻類及びその抽出物の販売等を行ってお

ります。
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＜事業系統図＞

以上述べた事項を事業系統図で示すと、以下のとおりであります。

 

通信販売事業
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な事業の

内容

議決権の所有
（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有
割合
（％）

（連結子会社）       

株式会社マードゥレクス

（注）２・４

東京都

渋谷区
80,000千円

（通信販売事業）

化粧品のＥＣ・ダイレ

クトマーケティング

100.0 －
資金の貸付及び

役員の兼任あり

株式会社ジヴァスタジオ

（注）２・５

東京都

渋谷区
75,000千円

（通信販売事業）

ライフスタイル商材・

美容健康関連商材の企

画・開発及び通販流通

 

100.0 －
資金の借入及び

役員の兼任あり

株式会社アルヌール

（注）３

東京都

渋谷区
30,000千円

（その他事業）

微細藻類の培養、研究

開発、微細藻類および

その抽出物の販売

100.0 －
資金の貸付及び

役員の兼任あり

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３. 2020年11月30日において、当社の100%子会社として株式会社アルヌールを設立し、連結子会社としました。

４．株式会社マードゥレクスについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　(1）売上高　　　　　　1,230,882千円

(2）経常損失　　　　　　367,596千円

(3）当期純損失　　　　　362,788千円

(4）純資産額　　　　　△192,295千円

(5）総資産額　　　　　　539,749千円

５．株式会社ジヴァスタジオについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　(1）売上高　　　　　　　977,348千円

(2）経常利益　　　　　　　　983千円

(3）当期純損失　　　　　　5,489千円

(4）純資産額　　　　　　306,668千円

(5）総資産額　　　　　　548,797千円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2021年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

通信販売事業 46

その他事業 2

全社（共通） 2

合計 50

（注）１．従業員数には、受入出向者を含め、出向者及び臨時従業員は含まれておりません。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない部門に所属している者で

あります。

 

(2）提出会社の状況

   2021年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

10 41.0 0.7 5,432

 

セグメントの名称 従業員数（人）

通信販売事業 8

全社（共通） 2

合計 10

（注）１．従業員数には、受入出向者を含め、出向者及び臨時従業員は含まれておりません。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない部門に所属している者で

あります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ７名増加したのは、連結子会社からの出向受入によるものであります。

 

(3）労働組合の状況

労働組合は組成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更し、通信販売事業を単一のセグメントとして表示しております。

詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記

載のとおりであります。

(1) 経営方針

当社の基本理念である「企業は社会の公器である」という考え方は、その存在意義を示すもので、「企業は社会

に役立ってこそ存在価値があり、利潤を上げることができ、存続していける」という信念を表しています。企業

は、社会に対して有益な価値を提供するために存在し、社会の期待に十分応えられてこそ、よき企業として社会か

ら信頼され、共存できると考えております。

 

(2) 経営環境・経営戦略等

当連結会計年度における経済環境は、新型コロナウィルス感染症の世界的な感染拡大は収束には向かっておら

ず、経済活動の制限が依然として継続しており、ワクチンの接種は始まったものの、国や地域によって、対応が大

きく異なる状況となっています。

日本経済においては、一時的にはGoToキャンペーンなどの政策が功を奏したものの、当連結会計年度において緊

急事態宣言が２度にわたって発出されるなど、個人消費の停滞や社会の不安感が広がっており、依然として厳しい

状況が続いております。

このような状況の中、メイクアップ化粧品市場全体の出荷額減少を強く受け、当社グループの主力商品である

ファンデーションの需要も大きく落ち込みました。

 

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

我が国及び世界における経済と企業経営は、新型コロナウィルス感染症への警戒感が続く中で、依然として厳し

い状況にとどまると考えられます。今後、ワクチン接種率の増加により、世界的に新型コロナウィルス感染症の影

響が収束していけば、海外経済が着実な成長経路に復していくとともに、日本経済は緩やかに改善を続けると予想

されます。このような環境の中、当社グループは、業務及び事業に与える影響を最小限に抑える対策を講じなが

ら、以下のような課題に対して対処してまいります。

 

①通信販売事業における新規商品計画

当社グループは、「自らの力で」「自然な美しさを」をコンセプトの下で新規商品展開計画に取り組んでおり、

第一段として2021年４月１日に濃密炭酸泡×ビタミンの新スキンケアシリーズである「バブルショット」という、

既存商品に新素材を織り込みリニューアルした女性用新スキンケアシリーズを発売いたしました。その後、商品開

発第二弾といたしまして、近年、化粧品市場において急成長を遂げる男性用スキンケア商品の開発を行ってまいり

ます。

 

②通信販売事業における自社抽出成分の開発

当社グループは、当社連結子会社である株式会社アルヌールと共同開発を行い、微細藻を由来とする有用成分

であるフコキサンチンを配合したスキンケア商品の開発に取り組んでおり、2021年下半期より2022年以降にかけ

て、フコキサンチンシリーズとして販売を予定しております。今後は、既存事業で培った化粧品事業を活用し、

同業他社製品との競合優位性をもつ自社抽出成分の開発を進め、当社グループの事業ポートフォリオにおける主

要事業の一つに成長させる所存です。

 

③顧客層の拡大

当社グループは、中核となす化粧品通信販売事業における新たな成長の原動力となるような、現基幹事業である

ベースメイク商品の開発を行い、これまで50代60代を中心としていた顧客年齢層を、30代40代の顧客年齢層を取り

込む目的として、新製品開発を企図したリニューアルを行ってまいります。30代40代の顧客年齢層においては、

Web購入に積極的であるため、当該顧客年齢層をターゲットとしたスキンケア商品の情報配信を行い、顧客ニーズ

に合わせたWebを利用した商品展開を行います。その結果、一時的な期間収益率は下がるものの、顧客年齢層の幅

を広げて効率的に獲得数を増やすことにより、収益性向上を目指してまいります。

 

④成長資金の投資

上記のように、新たな製品開発に向けた大幅な開発投資及び新規顧客獲得のための広告投資の増大が必要となっ

ており、長期的に事業の成長を図るために必要な資金の確保を行うとともに、更なる事業成長のための投資を行う

ことで、当社グループの新たな基盤づくりに寄与するものと考え、事業規模の拡大を進めてまいります。
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２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 価格競争について

近年、通信販売事業において、IT技術の進歩により、同一商品の価格比較が容易に可能になったため、価格競争

は厳しい状況となっております。付加価値の高いサービスを提供することに努めておりますが、予想を超える市場

環境の変化や価格下落圧力を受けた場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 外注先・仕入先の確保について

外注先・仕入先については比較的小規模の事業者が多くあり、今後何らかの事情により取引を継続できない事態

が生じるなどにより、今後の安定的な外注先・仕入先の確保に問題が発生した場合には、他の外注先の確保に時間

を要する、内製化を行うなどの対策を講じるための必要な人員確保に時間を要する、他の仕入先に対し費用が先行

するなどの事態が想定され、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 人材の確保について

当社グループが行う既存事業、今後展開する新たな商品や事業には、人材の投入が必要になります。現時点にお

いて、大幅に従業員数を増加させる計画はありませんが、予想を上回る従業員の退職があった場合、退職者の補充

のための採用ができなかった場合、また計画した採用ができなかった場合などには、必要な人員が確保できず、業

績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4) 情報セキュリティについて

業務を遂行するうえで、顧客企業の重要な情報に接する機会があります。また、通信販売事業においては、お客

様の機密情報、個人情報を取り扱います。従って、制度面及びシステム面でリスクを最小限に抑えるための対策に

加え、従業員に対しては退職者も含めた秘密保持の義務を課すなどの対策を講じております。

しかしながら、全てのリスクを完全に排除することは困難であり、機密情報漏洩等のトラブルが発生した場合に

は、損害賠償請求や信用の低下等により、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 知的財産の侵害による訴訟の可能性について

当社グループが提供するサービスに対して、現時点において第三者より知的財産権に関する侵害訴訟等を提起さ

れる等の通知は受けておりませんが、今後、万が一、第三者より知的財産権に関する侵害訴訟等を受けた場合は、

解決までに多くの時間と費用が発生するため、業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、今後確立する知的財産権が、第三者によって侵害される可能性もあります。このような場合にも解決まで

に多くの時間と費用が発生するため、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 競合について

通信販売事業においては、競合企業が存在しております。日々、競合企業との差別化に努めておりますが、今後

競合企業との競争が激化した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7) 個人情報の保護について

「個人情報の保護に関する法律」の施行に伴い、個人情報の取り扱いに関し細心の注意を払うように留意してお

ります。しかしながら、個人情報の漏洩等の事故が発生した場合には、損害賠償請求や信用の低下等により、業績

に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8) 新型コロナウィルス感染拡大について

我が国及び世界における経済と企業経営は、新型コロナウィルス感染拡大により、大きな影響を受けており、そ

の影響の度合いや収束の時期を見通すことができない状況にあります。当社の商品を取り扱う店舗がさらなる営業

自粛を行った場合や、消費者の外出自粛がさらに続き需要が減退した場合には、当社グループの業績に大きな影響

を及ぼす可能性があります。

 

(9) 継続企業の前提に関する重要事象

当社グループは、前連結会計年度において、営業損失546百万円、親会社株主に帰属する当期純損失777百万円、

営業活動によるキャッシュ・フローの赤字345百万円を計上し、当連結会計年度においても営業損失539百万円、親
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会社株主に帰属する当期純損失538百万円、営業活動によるキャッシュ・フローの赤字502百万円を計上したことか

ら、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループでは、当該事象または状況を解消するため、以下の施策を進め、当社グループの収益構造を抜本的

に改革していくとともに、継続した財務基盤の強化を図ります。

①本業への集中

当社グループは、美と健康を事業領域として定め、当該事業に人的資源及び資金を集中して成長を目指してまい

ります。Ｍ＆Ａによる投資機会があった場合にも、既存事業の成長につながるような関連多角化を行い、非関連多

角化は、相当の収益性が見込める場合などに、投資機会を限定してまいります。

②優位性のある新商品投入

当社グループでは、専任の役員を中心に素材レベルで優位性を築くべく、研究開発に取り組んでおり、排他的優

位性のある商品を開発してまいります。また、スキンケア商品や男性用市場が成長していることを受けて、それに

向けた商品を開発投入してまいります。

③効率の良い顧客獲得手法の開発

当社が、従前より積み重ねてきた顧客情報その他のマーケティング情報と、今後開発していくマーケティング手

法を重ねることにより、効率のよい顧客獲得の手法を開発してまいります。

④お客様に繰り返しご注文いただける手法の開発

当社ではこれまで、会報誌を用いた都度購入が中心でした。今後、定期便モデルを中心としたビジネスモデルを

再構築します。また、広告媒体と商品を、お客様とのコミュニケーション手段と位置づけて、お客様とより良い関

係を構築することにより、繰り返しご注文いただける手法を開発してまいります。

⑤ウェルネス商材の投入

当社はこれまで、「美と健康」の事業領域のうち、化粧品を中心とした商材を取り扱ってきました。今後、ウェ

ルネス家電、フィットネス器具、健康雑貨といったウェルネス商材を投入することで、新たな需要を取り込み、さ

らなる成長を図ってまいります。

⑥経費削減

業務の効率化による販売費及び一般管理費のさらなる削減や、その他の経費見直しを行ってまいります。また、

広告及び販促活動の効果を見極め、非効率な広告・販促投資を控えることにより、収益に悪影響を与えることのな

いようコスト削減を行ってまいります。

⑦財務基盤の強化

当社は、2020年10月に、第三者割当増資による新株式及び第10回新株予約権を発行し、また2021年５月に第11回

新株予約権を発行し一定の資金調達を実現しました。今後も、手元流動性を確保して安定的な事業運営を行うとと

もに、中長期にわたる成長を見込んだ投資を行えるような財務基盤を確立してまいります。

以上のような対応策を実施していることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判

断しております。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

①経営成績の状況

当連結会計年度における経済環境は、新型コロナウィルス感染症の世界的な感染拡大は収束には向かっておら

ず、経済活動の制限が依然として継続しており、ワクチンの接種は始まったものの、国や地域によって、対応が大

きく異なる状況となっています。

日本経済においては、一時的にはGoToキャンペーンなどの政策が功を奏したものの、当連結会計年度において緊

急事態宣言が２回にわたって発出されるなど、個人消費の停滞や社会の不安感が広がっております。

化粧品市場におきましても、外出自粛による需要減退などの影響を強く受け、当社グループの主力であるメイク

アップ商品についても厳しい状況が続いております。

このような環境のなか当社グループは、既存商品の売上減少に歯止めをかけ、成長を維持するために、営業活動

や広告宣伝活動を行うとともに、新商品の開発・投入を行いました。また、不採算部門の経費見直しを図り、採算

の改善に努めました。一方で、前期に大きく売上を伸ばしたクレンジング商品の取引中止が大きく影響しました。

一方、ブロックチェーン関連事業から撤退したことにより、同セグメントにおいて発生した損失は、当期におい

ては発生しませんでした。

これらの結果、売上高は2,208百万円（前連結会計年度比275百万円減）、営業損失は539百万円（前連結会計年

度は546百万円の損失）、経常損失は537百万円（前連結会計年度は873百万円の損失）、親会社株主に帰属する当

期純損失は538百万円（前連結会計年度は777百万円の損失）となりました。

なお、当社は通信販売事業を単一の報告セグメントとしており、その他事業については重要性が乏しいため、セ

グメント別の記載を省略しております。

 

② 財政状態の状況

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産は955百万円となり、前連結会計年度末に比べ108百万円減少いたしました。

主な要因は、現金及び預金が46百万円、商品及び製品が102百万円それぞれ減少したことによるものです。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産は110百万円となり、前連結会計年度末に比べ28百万円減少いたしまし

た。主な要因は、有形固定資産が26百万円増加し、無形固定資産７百万円及び投資その他の資産47百万円がそれ

ぞれ減少したことによるものです。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債は392百万円となり、前連結会計年度末に比べ17百万円減少いたしまし

た。主な要因は、未払金28百万円、ポイント引当金10百万円、訴訟損失引当金12百万円がそれぞれ減少した一方

で、債務保証損失引当金40百万円が固定負債から流動負債へ振り替えられたことによるものです。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債は計上がなく、前連結会計年度末に比べ49百万円減少いたしました。主な

要因は前連結会計年度に計上していた債務保証損失引当金が流動負債へ振り替えられたことによるものです。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は673百万円となり、前連結会計年度末に比べ70百万円減少いたしました。

主な要因は、第三者割当による新株式の発行及び新株予約権の行使により、資本金232百万円、資本剰余金232百

万円がそれぞれ増加した一方で、親会社株主に帰属する当期純損失を538百万円計上したことによるものです。

この結果、自己資本比率は62.9％（前連結会計年度末は61.8％）となりました。

 

③ キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ46百万円減少し、205百万円となり

ました。各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、502百万円の支出（前連結会計年度は345百万円の支

出）となりました。主な要因は、税金等調整前当期純損失の計上536百万円、たな卸資産の減少92百万円、未払金

の減少25百万円、及び前払金の増加14百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、1百万円の収入（前連結会計年度は248百万円の収入）

となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出34百万円があったものの、敷金及び保証金の回収によ

る収入40百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、454百万円の収入（前連結会計年度は472百万円の支

出）となりました。これは株式の発行による収入450百万円によるものです。
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④ 生産、受注及び販売の実績

当社グループは、通信販売事業を単一の報告セグメントとしております。

a.商品仕入実績

当連結会計年度の商品仕入実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

前年同期比（％）

通信販売事業（千円） 1,032,657 13.0

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

b.販売実績

当連結会計年度の販売実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

前年同期比（％）

通信販売事業（千円） 2,208,231 △6.7

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおり

であります

 

相手先

前連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社ＱＶＣジャパン 382,633 15.4 389,479 17.6

株式会社ロフト － － 290,728 13.1

（注）１．前連結会計年度の株式会社ロフトに対する販売実績は、総販売実績に対する割合が10％未満であるため記載

を省略しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討の内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①経営成績に関する認識及び分析・検討内容

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態及び経営成績の状況の概要は次のとおり

であります。
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経営成績

a.売上高

当連結会計年度の売上高は、前期においてブロックチェーン関連事業から撤退したことの影響及び新型コロナ

ウィルス感染症の影響等から、2,208百万円（前連結会計年度比275百万円減）となりました。

b.売上総利益

当連結会計年度の売上総利益は、売上高減少の影響により、1,071百万円（前連結会計年度比273百万円減）と

なりました。また、売上総利益率は48.5%（前連結会計年度比5.6%減）となりました。これは、粗利率の高い自

社商品の販売割合が低くなったことによるものであります。

c.販売費及び一般管理費

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、1,611百万円（前連結会計年度比279百万円減）となりました。こ

れは、広告宣伝費及び販売促進費の増加98百万円があった一方で、貸倒引当金繰入の減少212百万円や減価償却

費の減少66百万円、その他売上減少による自然減やコスト削減の効果があったことによるものであります。

d.営業損失

上記の結果、当連結会計年度の営業損失は539百万円（前連結会計年度は546百万円の損失）となりました。

e.経常損失

前連結会計年度においては、Blockshine Japan株式会社及びBlockshine Singapore Pte.Ltd.に対する貸付金

に対して貸倒引当金328百万円を設定し、営業外費用に計上しましたが、当連結会計年度においては、そのよう

な損失は発生しませんでした。この結果、当連結会計年度の経常損失は537百万円（前連結会計年度は873百万円

の損失）となりました。

f.当期純損失及び親会社株主に帰属する当期純損失

前連結会計年度においては、子会社株式売却益310百万円を特別利益に計上した一方で、減損損失122百万円や

事業撤退損66百万円を特別損失に計上しましたが、当連結会計年度においては、重要な特別利益及び特別損失は

発生しませんでした。この結果、当連結会計年度の当期純損失は538百万円（前連結会計年度は786百万円の損

失）、親会社株主に帰属する当期純損失は538百万円（前連結会計年度は777百万円の損失）となりました。

 

財政状態

当社グループの当連結会計年度の財政状態につきましては、「(1) 経営成績等の状況の概要　②財政状態の状況」

に記載のとおりであります。

 

②経営成績等に重要な影響を与える要因について

当社グループは、「第２　事業の状況　２．事業等のリスク」に記載のとおり、価格競争や外注先・仕入先・人

材の確保、価格相場の変動等、様々なリスク要因が当社の経営成績に重要な影響を与えると認識しております。そ

のため、常に顧客ニーズに応えていくことにより、各リスク要因を把握し、そのリスクを分散・低減してまいりま

す。
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③キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

　当連結会計年度末における現金及び預金の残高は205百万円となっており、「２　事業等のリスク　(9)継続企業

の前提に関する重要事象　⑦財務基盤の強化」に記載のとおり、安定的な事業運営を行うために必要な資金の調達

を行ってまいります。

a.キャッシュ・フロー

当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「（１）経営成績等の状況の概要　③キャッ

シュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

b.資金需要

当社グループでは、運転資金需要のほかに、新製品開発費用、新製品及び既存製品の広告費用、その他事業拡

大のための投資について資金需要があります。事業拡大のための投資には微細藻の培養・抽出等に関する設備投

資が含まれます。

c.財務政策

当社グループは、上記のような事業運営に必要な流動性を確保するため、2020年10月16日に第10回新株予約権

を発行し、また2021年５月７日に第11回新株予約権を発行しております。

 

④重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載

しております。
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４【経営上の重要な契約等】

(1) 総数引受契約

①第三者割当による募集株式の発行

契約会社名 パス株式会社（当社）

相手方の名称 令和キャピタル有限責任事業組合

契約締結日 2020年10月16日

払込期日 2020年10月16日

発行新株式数 普通株式　2,189,800株

発行価額 1株につき137円

払込金額総額 300,002千円

増加資本金及び資本準備金
資　本　金　　151,001千円

資本準備金　　150,001千円

募集又は割当方法（割当先）
第三者割当の方法により、その全てを令和キャピタル有

限責任事業組合に割り当てる

②第10回新株予約権引受契約

契約会社名 パス株式会社（当社）

相手方の名称 令和キャピタル有限責任事業組合

契約締結日 2020年10月16日

新株予約権総数 50,806個

新株予約権の目的である株式の種類及び数 普通株式　5,080,600株

（新株予約権1個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権1個当たり78円

新株予約権の払込期日 2020年10月16日

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 1株につき137円

新株予約権の行使期間 2020年10月16日から2021年10月15日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合における

増加資本金及び資本準備金

資　本　金　　350,002千円

資本準備金　　350,002千円

上記新株予約権は、2021年4月21日開催の取締役会において、残存する全てを取得するとともに、取得後ただちにそ

の全部を消却することを決議し、同日をもって取得及び消却を完了いたしました。

 

(2) 第11回新株予約権買取契約及び新株予約権投資契約

契約会社名 パス株式会社（当社）

相手方の名称 ハヤテマネジメント株式会社

契約締結日 2021年5月7日

詳細につきましては、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　(１)連結財務諸表　注記事項　重要な後発事象」

に記載しております。

 

 

 

５【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発費は37百万円であり、主な内容は通信販売事業における新製品開発等27百万円及びその

他事業における微細藻の培養・抽出の研究開発9百万円であります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は37百万円で、そのうち主要なものは、その他事業にお

ける微細藻の培養・抽出に関する有形固定資産27百万円などであります。

 

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

主要な設備はありません。

 

(2）国内子会社

会社名
事業所名

（所在地）

セグメン

トの名称

設備の内

容

帳簿価額

従業員

数

（人）

建物及び

構築物

（千円）

機械装置

及び運搬

具

（千円）

工具、器

具及び備

品

（千円）

 

その他

（千円）

合計

（千円）

㈱アル

ヌール

Ｒ&Ｄセン

ター

（東京都

豊島区）

その他

事業

微細藻の

培養抽出

設備

5,431 17,058 1,294 1,507 25,292 2

（注）１．帳簿価額「その他」は、賃借設備の敷金保証金であります。

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定していますが、計画策定に当たってはグループ経営会議において提

出会社を中心に調整を図っております。

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

会社名

事業所名
所在地

セグメン

トの名称

設備の内

容

投資予定額

資金調達

方法

着手及び完了予定年月

総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

㈱アル

ヌール

Ｒ&Ｄセン

ター

（東京都

豊島区）

その他事

業

微細藻の

培養抽出

設備

49,354 － 自己資金 2021年４月 2021年９月

4,951 － 自己資金 2021年４月 2021年７月

 

(2）重要な除却等の計画

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 69,378,000

計 69,378,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2021年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2021年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 31,625,800 33,169,600
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 31,625,800 33,169,600 － －

（注）１．普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．「提出日現在発行数」欄には、2021年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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③【その他の新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

a．第10回新株予約権

決議年月日 2020年９月30日

新株予約権の数（個） 38,846　(注)1

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 該当事項はありません。

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び

数（株）
普通株式　3,884,600　(注)1

新株予約権の行使時の払込金額（円） 137

新株予約権の行使期間 自　2020年10月16日　至　2021年10月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

行使価格　　137.78

資本組入額　 68.89

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するも

のとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項

当社が、合併（ 合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収

分割、新設分割、株式交換又は株式移転をする場合、当該組織再

編成行為の効力発生の時点において残存する本新株予約権を有す

る本新株予約権者に対し、会社法第236条第1項第8号のイないしホ

に掲げる株式会社（以下、総称して「再編成対象会社」とい

う。）の新株予約権を、交付するものとする。この場合において

は、残存新株予約権は消滅するものとする。但し、再編成対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、

吸収分割契約又は新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画

において定めた場合に限るものとする。
  
（注）１．本新株予約権は、2021年４月21日開催の取締役会において、残存する全てを取得するとともに、取得後直ち

にその全部を償却することを決議し、同日をもって取得及び消却を完了いたしました。

 

b．第11回新株予約権

当社は2021年４月21日の取締役会において、ハヤテマネジメント株式会社を割当先とする第三者割当によ

り、行使価格修正条項付第11回新株予約権の発行を決議し、2021年５月７日に当該新株予約権の発行総額の払

込が完了いたしました。詳細は「第５経理の状況　１．連結財務諸表等 （１）連結財務諸表　注記事項　重

要な後発事象」に記載しております。

 

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2016年４月１日～
2017年３月31日
（注）１

1,792,300 18,838,200 120,845 1,804,270 120,845 1,807,272

2017年４月１日～
2018年３月31日
（注）１

9,401,800 28,240,000 633,916 2,438,187 633,916 2,441,189

2019年８月31日
（注）２

－ 28,240,000 △2,338,187 100,000 △1,136,292 1,304,896

2020年10月16日
（注）３

2,189,800 30,429,800 150,001 250,001 150,001 1,454,897

2020年４月１日～
2021年３月31日
（注）１、５

1,196,000 31,625,800 82,392 332,393 82,392 1,537,290

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額を減少し、これらをそ

の他資本剰余金に振り替えるとともに、会社法第452条に基づき、増加後のその他資本剰余金を繰越利益剰

余金に振り替え、欠損の填補に充当したものであります。

３．有償第三者割当

発行価格　　137円

資本組入額　68.5円

割当先　　　令和キャピタル有限責任事業組合

４．2021年4月1日より2021年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,543,800株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ98,466千円増加しております。

５．2020年9月30日付提出の有価証券届出書に記載しました「第一部証券情報　第１募集要項　５新規発行によ

る手取金の使途　（１）新規発行による手取金の額」および「（２）手取金の使途　b. 本新株予約権の手

取金の使途」について、一部変更が生じております。変更内容は以下のとおりであります。なお、変更箇所

には下線を付しております。

 

（変更前）

(1) 新規発行による手取金の額

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

1,000,007,668 17,000,000 983,007,668

 

(2) 手取金の使途

b. 本新株予約権の手取金の使途

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期

新製品広告費用 116 2020年10月～2022年3月

既存製品広告費用 140 2020年10月～2022年3月

事業拡大のための投資 100 2020年10月～2022年3月

運転資金 327 2020年10月～2022年3月
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（変更後）

(1) 新規発行による手取金の額

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

639,971,668 13,639,600 626,332,068

 

(2) 手取金の使途

b. 本新株予約権の手取金の使途

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期

新規開発費用 32 2021年1月～2021年4月

新製品広告費用 61 2021年6月～2022年3月

既存製品広告費用 60 2021年7月～2022年3月

事業拡大のための投資 108 2021年1月～2022年3月

運転資金 75 2021年4月～2022年3月

 

 

 

（５）【所有者別状況】

       2021年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 17 70 23 12 4,652 4,775 －

所有株式数

（単元）
－ 10,843 23,883 68,420 2,747 379 209,971 316,243 1,500

所有株式数の

割合（％）
－ 3.42 7.55 21.63 0.86 0.11 66.39 100.00 －

 

EDINET提出書類

パス株式会社(E05674)

有価証券報告書

22/78



（６）【大株主の状況】

  2021年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社サンテック 大阪府堺市堺区戎島町二丁目30番地１ 2,145,000 6.8

韓　震 兵庫県神戸市中央区 1,550,000 4.9

令和キャピタル有限責任事業組
合

東京都千代田区神田神保町一丁目18番１号 1,087,400 3.4

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 1,084,300 3.4

株式会社アセットプロデュース 横浜市港北区師岡町468-12 841,800 2.7

株式会社ＴＭフィナンシャルス

トラテジー

兵庫県神戸市中央区雲井通一丁目１番１号

211
760,500 2.4

明和證券株式会社 東京都中央区八丁堀二丁目21番６号 728,000 2.3

株式会社なずき 兵庫県神戸市東灘区北青木三丁目13番10号 710,400 2.2

土屋　允誉 東京都港区 559,400 1.8

ａｕカブコム証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目３番２号 499,500 1.6

計 － 9,966,300 31.5

（注）Ｏａｋキャピタル株式会社は、当事業年度末現在では主要株主ではなくなりました。なお本主要株主の異動に際

し、2021年２月１日に臨時報告書を提出しております。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 31,624,300 316,243 －

単元未満株式 普通株式 1,500 － －

発行済株式総数  31,625,800 － －

総株主の議決権  － 316,243 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置付けたうえで、財務体質の強化と積極的な事業

展開に必要な内部留保の充実を勘案し、配当政策を実施することを基本方針としております。

当社は、剰余金の配当を年１回の期末配当にて行うことを基本方針としております。

この剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。

当事業年度の期末配当金につきましては、無配とさせていただきますが、今後、安定的な利益の積み上げを実現

し、財務基盤が充実してまいりましたら、配当による利益配分を行いたいと考えております。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権

者に対し、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、健全性の確保と企業価値の継続的な価値の増大を

経営の課題とし、その実現のために、実効的な企業統治の強化及び充実が重要であると考えます。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社はこれまで、監査役制度を採用しており、株主総会、取締役会及び監査役会を設置及び構成しておりまし

た。

・株主総会は、会社の最高意思決定機関であります。

・取締役会は、取締役５名（うち社外取締役１名）により構成されております。

・監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）により構成されており、独立した客観的な立場から取締役の業

務執行の監査を行っております。

 

・監査等委員会設置会社への移行

　当社は、構成員の過半数を社外取締役とする監査等委員会の設置により、監査等委員である取締役に取締役会に

おける議決権を付与することで、職務執行に対する監査・監督機能及びコーポレート・ガバナンス体制の一層の強

化を図るとともに、より透明性の高い経営と迅速な意思決定の実現を目的とし、2021年６月30日開催の定時株主総

会（以下、「本定時株主総会」といいます。）において、監査等委員会設置会社に移行する方針を決定し、これに

伴い、本定時株主総会において、監査等委員会設置会社への移行を目的とする定款変更議案が承認可決されたこと

により、当社は同日付をもって監査役設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。

　監査等委員会は、2021年６月30日現在、監査等委員である取締役３名で構成されており、取締役会、その他重要

な会議に出席し、取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通じ、取締役会の意思決定の過程及び取締役の業

務執行について厳格な監督、監査を行ってまいります。また、監査等委員会規則に基づき、法令、定款に従い監査

等委員会の監査方針を定めるとともに、監査報告書を作成いたします。

 

③　企業統治に関するその他事項

・内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムといたしましては、内部統制システムの基本方針を定め、取締役や従業員の職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するための体制の整備やその他会社の業務の適正を確保するための体制を進

めております。また、社会の要請の変化に対応すべく、必要に応じた見直しをその都度行い、継続的に内部統制シ

ステムの改善を図っております。

・リスク管理体制の整備の状況
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当社のリスク管理体制は、リスク管理の主管部署として管理部門が情報の一元管理を行っております。また、当

社は、企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士等の複数の専門家から経営判断上の参考とするため

のアドバイスを受ける体制をとっております。

・子会社管理体制の整備の状況

当社子会社に対して取締役、監査役を派遣し業務執行を監督、監査を行うとともに、稟議申請等の管理を行うこ

とで、その営業活動及び決裁権限等を把握し、また、一定基準に該当する重要事項については、機関決定前に当社

の取締役会等重要な会議での報告を義務とし、その遂行を承認するなど適切な経営がなされることを監督する体制

を整備しております。

 

④　責任限定契約の内容の概要

当社と監査等委員である取締役及び業務執行取締役等でない取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、監査等委員である取締役及び業務執行取締役等でない取締役が責任の原

因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

⑤　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、当社及び当社子会社の全取締役、監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員

等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当

該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害賠償金や訴訟費用等を当該保険契約により填

補することとしており、当該保険の保険料は全て当社が負担しております。また、新たに選任され就任した取締役

がある場合には、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当社は、当該保険契約を任期途中

に同内容で更新することを予定しております。

 

⑥　取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、８名以内とし、監査等委員である取締役は、５名以内と

する旨定款で定めております。

 

⑦　取締役の選任の要件

当社は、取締役の選任は株主総会の決議によって行い、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 

⑧　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

 

⑨　株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとしている事項

イ．自己の株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定により、

取締役会の決議をもって自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

ロ．取締役及び会計監査人の責任免除

当社は、職務を遂行するにあたり期待された役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定によ

り、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及び会計監査人（会計監査人であった者を含

む。）の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めて

おります。

ハ．中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議により毎年９月30日を基準日にして、中間配

当を行うことができる旨を定款に定めております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性5名　女性0名（役員のうち女性の比率0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

（代表取締役）
高橋　勇造 1970年７月18日生

1988年４月　　株式会社丸広百貨店入社

1997年７月　　株式会社前田農園入社

2016年７月　　株式会社Ｄｒ．リボーン入社

2018年10月　　株式会社リガード入社

2021年６月　　当社代表取締役（現任）

（注）３ 0

取締役 中谷　文明 1963年６月10日生

1986年７月　　株式会社ジークス設立代表取締役

　　　　　　　（現任）

2006年２月　　株式会社ストラトキャスト取締役

　　　　　　　（現任）

2006年11月　　株式会社マードゥレクス代表

　　　　　　　取締役

2006年11月　　株式会社ジヴァスタジオ代表

　　　　　　　取締役

2007年10月　　株式会社インデックス代表取締役

2015年10月　　株式会社インデックス取締役

　　　　　　　（現任）

2016年６月　　当社取締役（現任）

2019年12月　　当社代表取締役

（注）３ 0

取締役

（監査等委員）
藤井　幸雄 1959年12月11日生

2007年２月　　フロンティア監査法人設立統括

　　　　　　　代表社員（現任）

2007年７月　　株式会社アールイーキャピタル

　　　　　　　代表取締役（現任）

2012年４月　　株式会社ジークス取締役

2012年４月　　株式会社インデックス取締役

2012年４月　　株式会社マードゥレクス取締役

2012年４月　　株式会社ジヴァスタジオ取締役

2012年７月　　株式会社インデックス監査役

　　　　　　　（現任）

2015年７月　　株式会社ジークス監査役（現任）

2016年６月　　当社監査役

2021年６月　　当社取締役（監査等委員、現任）

（注）４ 0

取締役

（監査等委員）
甲斐　賢一 1968年９月６日生

2004年12月　　東日本監査法人入所

2011年９月　　公認会計士登録

2019年１月　　税理士登録

2019年２月　　甲斐賢一税理士事務所開設

　　　　　　　（現任）

2021年６月　　当社取締役（監査等委員、現任）

（注）

２，４
0

取締役

（監査等委員）
沼井　英明 1982年11月29日生

2010年12月　　弁護士登録

2016年２月　　弁護士法人琴平綜合法律事務所

　　　　　　　入所（現任）

2019年６月　　株式会社廣済堂社外取締役

　　　　　　　（現任）

2021年６月　　当社取締役（監査等委員）

（注）

２，４
0

計 0

 
（注）１．2021年６月30日開催の定時株主総会において定款変更が決議されたことにより、当社は同日付をもって監査

等委員会設置会社へ移行しました。
２．取締役甲斐賢一氏、沼井英明氏は、社外取締役であります。
３．取締役（監査等委員であるものを除く。）の任期は、2021年６月30日開催の定時株主総会の終結の時から

2022年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。
４．監査等委員である取締役の任期は、2021年３月期に係る定時株主総会終結の時から2023年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。
５．当社では、意思決定監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

執行役員は３名で、後藤健一、深野実、八重樫宏志であります。
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②　社外役員の状況

当社は、今般の会社法改正やその他の社会情勢の変化などを踏まえ、社外取締役を2名（いずれも独立役員）

選任しております。

社外取締役には、豊富な専門知識と他社における長年の企業経営経験に基づき、独立した立場から経営に対す

る監督機能の強化によるコーポレート・ガバナンスの更なる向上と経営の健全性の維持と透明性の確保に資する

役割を期待しております。

なお、社外取締役を選任するための独立性に関する基準又は方針は定めておりませんが、選任にあたっては東

京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

上記の選任した社外取締役の甲斐賢一氏及び沼井英明氏と当社との間には特別な人的関係、資本関係又は取引

関係その他の利害関係はありません。

当社の社外取締役の選任に関する考え方は以下のとおりであります。

氏名 選任している理由

甲斐　賢一

公認会計士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、客観的かつ公正な立

場で取締役の職務の執行を監査できると判断し、監査等委員である社外取締役として選任し

ました。

沼井　英明

弁護士として、コーポレート・ガバナンスやコンプライアンスに関する相当程度の知見を有

しており、客観的かつ公正な立場で取締役の職務の執行を監査できると判断し、監査等委員

である社外取締役として選任しました。

 

③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門

との関係

当社の監査等委員会は、監査等委員会で決定した監査計画に基づき、法令遵守、リスク管理、内部統制等につ

いて監査を実施してまいります。また監査等委員会は会計監査人と定期的に会合を実施し、内部監査部門であ

る管理部門からは、定期的に報告を受けるなど相互連携を図ってまいります。
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（３）【監査の状況】

①監査役監査及び監査等委員会監査の状況

　a.監査役監査の組織、人員及び手続

当社は2021年６月30日付で監査役会設置会社から、監査等委員会設置会社に移行いたしました。

監査等委員会は、監査等委員である取締役３名で構成されており、監査等委員会で決定した監査計画に基づき、

法令遵守、リスク管理、内部統制等について監査を実施します。

また、監査等委員会は会計監査人と会計監査及び内部統制監査について、意見交換及び情報交換を行うことによ

り、効率的な監査を予定しております。なお、社外取締役監査等委員甲斐賢一氏は、長年にわたり会計事務所及び

法律事務所において財務経理業務に従事し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

また、当事業年度の監査役会における監査の状況については次のとおりであります。

これまで当社の監査役会は、３名で構成され、常勤監査役（社外監査役）１名、非常勤監査役２名（うち１名は

社外監査役）の体制で構成されておりました。

常勤監査役の福田優氏は、大手ホテル及びクレジットカード会社において役員を務め、企業のコーポレートガバ

ナンス及びコンプライアンス経営に関する豊富な見識を有しております。非常勤監査役の藤井幸雄氏は、公認会計

士として専門的な知見及び経験を有し、非常勤監査役の廣瀬健太郎氏は弁護士としての専門的な知見及び経験を有

しております。このような体制のもと、適切な監査を遂行しております。

監査役は監査の方針及び業務の分担等に従い、取締役会他重要な会議に出席するほか、取締役及び使用人等から

職務の執行状況について報告を受け、重要な決裁書類等を閲覧し、財産の状況等を調査し、必要に応じて子会社か

ら報告を求めています。

　b.監査役会の活動状況

監査役会は原則毎月１回開催し、監査に関する重要な事項について意見交換、協議、決議を行っております。当

事業年度において、監査役会を13回開催しており、個々の監査役の出席状況については以下のとおりであります。

役職名 氏名 出席状況

常勤監査役　（社外監査役） 福　田　　　優 13回／13回

非常勤監査役 藤　井　幸　雄 11回／13回

非常勤監査役（社外監査役） 廣　瀬　健太郎 10回／13回

監査役会においては、監査報告の作成、常勤監査役の選定及び解職、監査の方針・計画の策定、会計監査人の選

解任または不再任に関する事項、会計監査人の報酬等に対する同意等、監査役会の決議による事項について検討を

行っております。

常勤監査役は、内部統制システムの整備・運用状況、子会社の経営状況及びグループ内部統制システムの監視・

検証、子会社管理・支援の取り組み体制の確認を行っております。本社および子会社の取締役及び部門責任者・使

用人等から業務運営の実態ヒアリング、子会社取締役会への出席、経理・会計処理の妥当性の監査及び会計監査人

との連携により問題点を検証、取締役等の行為（協業取引、利益相反取引等）についてヒアリング等を行っており

ます。

②内部監査の状況

当社の内部監査は、管理本部が当社グループの内部監査業務を行っております。年度監査計画に沿って被監査部

門に対して、年１回以上の内部監査を行っております。内部監査担当者より代表取締役に対し報告書並びに改善要

望書を提出するとともに、定期的に監査役会に対し報告しております。また、監査の実効性を高めるため、公認会

計士等の外部専門家を必要に応じ活用しております。監査法人と連携を密にし、財務報告に係る内部統制の監査を

行っております。

③会計監査の状況

当社は、ＲＳＭ清和監査法人と監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査を受けておりま

す。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありませ

ん。また、当社は、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備するとともに、株主及び投資家にとって有用

な会計情報を提供するための会計処理方法、開示方法の相談等、不断の情報交換を心がけております。

a.監査法人の名称

ＲＳＭ清和監査法人

b.継続監査期間

12年間

c.業務を執行した公認会計士

指定社員：平澤優、武本拓也

d.監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　２名、その他　２名

e.監査法人の選定方針と理由
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監査法人の選定方針は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関す

る監査役等の実務指針」などを参考として、管理本部より提案された監査法人候補を総合的に評価したうえ決定

しております。

f.監査役及び監査役会による監査法人の評価

監査役及び監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の

実務指針」を踏まえ、監査法人から監査計画、監査の実務状況、職務の遂行が適正に行われていることを確保す

るための体制、監査に関する品質管理基準等の報告を受け、検討し総合的に評価しております。

④監査報酬の内容等

a.　監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

提出会社 27,000 － 21,500 －

連結子会社 － － － －

計 27,000 － 21,500 －

 

b.　監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（a.を除く）

該当事項はありません。

 

c.　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

 

d.　監査報酬の決定方針

監査日数等を勘案したうえで決定しております。

 

e.　監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会（当社は2021年６月30日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。）が、会

計監査人であるＲＳＭ清和監査法人から説明を受けた当事業年度の監査計画に係る監査時間・配員計画から見積もら

れた報酬額の算出根拠について、監査業務と報酬との対応関係が詳細かつ明瞭であることから、合理的なものである

と判断いたしました。
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（４）【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

なお、取締役の報酬限度額は、2007年６月28日開催の定時株主総会において、取締役については年額100百万円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議されており、監査役の報酬限度額については、2005年５月27日

開催の臨時株主総会において年額15百万円以内と決議されておりましたが、2021年６月30日開催の定時株主総会に

おいて、監査等委員会設置会社への移行を目的とする定款一部変更が決議されたことに伴い、本株主総会において

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額を年額200百万円以内、監査等委員である取締役の報酬額を

年額30百万円以内と決議されております。

なお、取締役個々の報酬につきましては、取締役会において協議のうえ、決定しております。

また、監査等委員会設置会社移行後の監査等委員である取締役の報酬等については、株主総会において決議され

た報酬総額の限度内で、常勤、非常勤の別、業務分担の状況等を考慮して、監査等委員が協議のうえ決定しており

ます。

②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対策となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック・
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
21,900 21,900 － － － 3

監査役

（社外監査役を除く。）
2,400 2,400 － － － 1

社外役員 12,000 12,000 － － － 5

（注）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

 

③連結報酬等の総額が１億円以上である者の連結報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

（５）【株式の保有状況】

①投資株式の区分の基準及び考え方

当社及び連結子会社は、保有目的が純投資目的の株式及び純投資目的以外の目的の株式のいずれも保有しており

ません。

②保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

③保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2020年４月１日から2021年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（2020年４月１日から2021年３月31日まで）の財務諸表についてＲＳＭ清和

監査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団

法人財務会計基準機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 251,928 205,657

受取手形及び売掛金 213,789 208,992

商品及び製品 520,301 417,348

原材料及び貯蔵品 50,923 61,285

短期貸付金 328,617 330,286

未収入金 2,146 2,153

その他 34,965 69,551

貸倒引当金 △338,446 △339,952

流動資産合計 1,064,227 955,322

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 32,417 26,310

減価償却累計額及び減損損失累計額 △32,081 △20,445

建物及び構築物（純額） 336 5,865

機械装置及び運搬具 － 20,103

減価償却累計額及び減損損失累計額 － △3,044

機械装置及び運搬具（純額） － 17,058

工具、器具及び備品 160,453 139,926

減価償却累計額及び減損損失累計額 △158,236 △134,010

工具、器具及び備品（純額） 2,216 5,915

有形固定資産合計 2,552 28,838

無形固定資産   

のれん 59,036 48,302

ソフトウエア 105 2,740

その他 1,155 1,784

無形固定資産合計 60,297 52,827

投資その他の資産   

敷金及び保証金 76,182 28,007

その他 10,411 672

貸倒引当金 △10,161 －

投資その他の資産合計 76,432 28,679

固定資産合計 139,282 110,345

資産合計 1,203,509 1,065,668
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当連結会計年度
(2021年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 167,585 160,091

未払金 164,466 136,426

未払法人税等 5,066 3,726

賞与引当金 16,831 17,966

返品調整引当金 3,551 4,420

ポイント引当金 23,598 13,153

訴訟損失引当金 12,091 －

債務保証損失引当金 － 40,000

その他 17,190 16,788

流動負債合計 410,381 392,572

固定負債   

債務保証損失引当金 49,743 －

固定負債合計 49,743 －

負債合計 460,124 392,572

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 332,393

資本剰余金 959,509 1,191,903

利益剰余金 △316,124 △854,230

株主資本合計 743,384 670,065

新株予約権 － 3,029

純資産合計 743,384 673,095

負債純資産合計 1,203,509 1,065,668
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

売上高 2,483,937 2,208,231

売上原価 ※１ 1,138,786 ※１ 1,136,291

売上総利益 1,345,151 1,071,939

販売費及び一般管理費 ※２,※３ 1,891,368 ※２,※３ 1,611,632

営業損失（△） △546,216 △539,693

営業外収益   

受取利息 24 2

受取手数料 2,356 －

受取保険金 － 5,000

債務保証損失引当金戻入額 1,508 9,743

その他 743 2,429

営業外収益合計 4,633 17,175

営業外費用   

支払利息 65 578

為替差損 2,503 141

貸倒引当金繰入額 328,617 －

株式交付費 － 13,639

その他 323 997

営業外費用合計 331,510 15,357

経常損失（△） △873,094 △537,876

特別利益   

子会社株式売却益 310,836 －

訴訟損失引当金戻入額 － 880

特別利益合計 310,836 880

特別損失   

固定資産除却損 ※４ 5,901 －

減損損失 122,318 －

訴訟損失引当金繰入額 12,091 －

事業撤退損 66,469 －

特別損失合計 206,781 －

税金等調整前当期純損失（△） △769,039 △536,995

法人税、住民税及び事業税 13,257 1,110

法人税等調整額 3,939 －

法人税等合計 17,196 1,110

当期純損失（△） △786,236 △538,106

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △8,420 －

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △777,815 △538,106
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当期純損失（△） △786,236 △538,106

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 326 －

その他の包括利益合計 ※ 326 －

包括利益 △785,910 △538,106

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △777,649 △538,106

非支配株主に係る包括利益 △8,260 －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 2,438,187 2,095,801 △3,012,788 1,521,200

当期変動額     

減資 △2,338,187 2,338,187   

欠損填補  △3,474,479 3,474,479  

親会社株主に帰属する当期純損
失（△）

  △777,815 △777,815

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

    

当期変動額合計 △2,338,187 △1,136,292 2,696,663 △777,815

当期末残高 100,000 959,509 △316,124 743,384

 

     

 その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

 為替換算調整勘定
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 △166 △166 8,260 1,529,295

当期変動額     

減資     

欠損填補     

親会社株主に帰属する当期純損
失（△）

   △777,815

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

166 166 △8,260 △8,094

当期変動額合計 166 166 △8,260 △785,910

当期末残高 － － － 743,384
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当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

    (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 100,000 959,509 △316,124 743,384

当期変動額     

新株の発行 232,393 232,393  464,787

親会社株主に帰属する当期純損
失（△）

  △538,106 △538,106

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

    

当期変動額合計 232,393 232,393 △538,106 △73,318

当期末残高 332,393 1,191,903 △854,230 670,065

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 － 743,384

当期変動額   

新株の発行  464,787

親会社株主に帰属する当期純損
失（△）

 △538,106

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

3,029 3,029

当期変動額合計 3,029 △70,288

当期末残高 3,029 673,095
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △769,039 △536,995

減価償却費 69,890 6,334

のれん償却額 10,733 10,733

貸倒引当金の増減額（△は減少） 540,478 △739

賞与引当金の増減額（△は減少） 695 1,134

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 12,091 △12,091

返品調整引当金の増減額（△は減少） △2,460 869

ポイント引当金の増減額（△は減少） 23,598 △10,445

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △1,508 △9,743

受取利息 △29 △7

支払利息 65 578

株式交付費 － 13,639

固定資産除却損 5,901 －

減損損失 122,318 －

子会社株式売却損益（△は益） △310,836 －

事業撤退損 66,469 －

売上債権の増減額（△は増加） 186,753 4,797

たな卸資産の増減額（△は増加） 100,749 92,591

仕入債務の増減額（△は減少） △227,851 △7,494

未収入金の増減額（△は増加） △2,670 6

未払金の増減額（△は減少） △2,749 △25,450

前払金の増減額（△は増加） △141,000 △14,214

その他 4,523 △10,797

小計 △313,874 △497,292

利息の受取額 29 7

利息の支払額 － △578

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △31,853 △4,516

営業活動によるキャッシュ・フロー △345,698 △502,380

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △17,532 △34,408

無形固定資産の取得による支出 △144,978 △3,550

定期預金の払戻による収入 450,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出
※２ △38,990 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △880

敷金及び保証金の回収による収入 － 40,192

その他 － 576

投資活動によるキャッシュ・フロー 248,498 1,930

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 － 80,000

短期借入金の返済による支出 － △80,000

株式の発行による収入 － 450,215

新株予約権の発行による収入 － 3,962

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△472,435 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △472,435 454,177

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △569,636 △46,271

現金及び現金同等物の期首残高 821,565 251,928

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 251,928 ※１ 205,657
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　3社

主要な連結子会社の名称

株式会社マードゥレクス

株式会社ジヴァスタジオ

株式会社アルヌール

上記のうち、株式会社アルヌールについては、当連結会計年度において設立したため、連結の範囲に含め

ております。また前連結会計年度において連結子会社であった女優肌（上海）化粧品有限公司について

は、2020年９月１日付けで登録取消申請を行い会社を閉鎖したため、連結の範囲から除外しました。

 

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

３．会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。）

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ８～15年

工具、器具及び備品 ２～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

（自社利用目的のソフトウエア）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）重要な繰延資産の処理方法

株式交付費

支出時に全額費用として処理しております。

（4）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

ロ．賞与引当金

一部の連結子会社は、従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負

担額を計上しております。

ハ．返品調整引当金

返品による損失に備えるため、一定期間の返品実績率等に基づく損失見込額を計上しております。

ニ．債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失見込額を計上しておりま

す。
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ホ．ポイント引当金

ポイント制度に合わせ、顧客へ付与したポイントの利用に備えるため、当連結会計年度末において将

来利用されると見込まれる金額を計上しております。

ヘ．訴訟損失引当金

訴訟に係る損失に備えるため、将来発生することとなる損失を見積り、必要と認められる金額を計上

しております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

（6）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。

（7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

イ．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

ロ．連結納税制度

当連結会計年度より連結納税制度を適用しております。

ハ．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設

されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行

われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関す

る取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税

金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

 

 

 

（重要な会計上の見積り）

１．のれんの評価

（1）当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

 当連結会計年度

のれん 48,302千円

 

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

企業結合により取得したのれんは、被取得企業の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力

として、取得原価と被取得企業の識別可能資産および負債の企業結合日時点の時価との差額で計上し、そ

の効果の及ぶ期間にわたって、定額法により規則的に償却しております。のれんの回収可能性については

子会社の業績や事業計画等を基に検討しており、将来において当初想定した収益等が見込めなくなり、減

損または一括償却の必要性を認識した場合には、当該連結会計年度においてのれんの減損または一括償却

を行う可能性があります。

新型コロナウィルス感染症の影響につきましては、翌連結会計年度においては一定の影響があるもの

の、2022年４月以降は徐々に収束するとの仮定を設定しております。

これらの仮定は将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受け、翌連結会計年度の連結財

務諸表に重要な影響を与える可能性があります。
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（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日 企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日 企業会計基準委

員会）

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な

会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBに

おいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は

2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益

認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整

合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れるこ

とを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項

目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされています。

 

(2）適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

あります。

 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日 企業会計基準委員会）

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日 企業会計基準

委員会）

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 2019年７月４日 企業会計基準委員会）

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日 企業会計基準委員会）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日 企業会計基

準委員会）

 

(1) 概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）が、公正価値測定についてほぼ同じ内容

の詳細なガイダンス（国際財務報告基準（IFRS）においてはIFRS第13号「公正価値測定」、米国会計基準にお

いてはAccounting Standards CodificationのTopic 820「公正価値測定」）を定めている状況を踏まえ、企業

会計基準委員会において、主に金融商品の時価に関するガイダンス及び開示に関して、日本基準を国際的な会

計基準との整合性を図る取組みが行われ、「時価の算定に関する会計基準」等が公表されたものです。

企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、統一的な算定

方法を用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の比較可能性を向上させる観点から、IFRS第13号

の定めを基本的にすべて取り入れることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮し、財務

諸表間の比較可能性を大きく損なわせない範囲で、個別項目に対するその他の取扱いを定めることとされてお

ります。

 

(2) 適用予定日

2022年３月期の期首より適用予定であります。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

「時価の算定に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で未定で

あります。
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（表示方法の変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度の

年度末に係る連結財務諸表から適用し、連結財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しました。

ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前連結会

計年度に係る内容については記載していません。
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（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
　　至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

たな卸資産帳簿価額切下額 757千円 35,497千円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
　　至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

給与 225,353千円 245,206千円

賞与引当金繰入額 34,149 20,318

販売促進費 301,620 262,986

広告宣伝費 95,432 232,346

業務委託費 134,511 15,482

荷造運搬費 200,940 183,769

ポイント引当金繰入額 23,598 △10,445

貸倒引当金繰入額 212,883 124

 

※３　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
　　至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

　 6,668千円 37,329千円

 

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
　　至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

工具、器具及び備品 5,901千円 －千円
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（連結包括利益計算書関係）

※その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
　　至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

為替換算調整勘定：   

　当期発生額 △3,521千円 －千円

　組替調整額 3,847 －

　税効果調整前合計 326 －

　税効果額 - －

その他の包括利益合計 326 －

 

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度増加

株式数（株）
当連結会計年度減少

株式数（株）
当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 28,240,000 － － 28,240,000

合計 28,240,000 － － 28,240,000

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当連結会計年度期首

株式数（株）
当連結会計年度増加

株式数（株）
当連結会計年度減少

株式数（株）
当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 28,240,000 3,385,800 － 31,625,800

合計 28,240,000 3,385,800 － 31,625,800

（注）普通株式の発行済株式数の増加は、第三者割当による募集株式の発行 2,189,800株及び新株予約権の行使による

増加1,196,000株であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分
新株予約権

の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

第10回新株

予約権

（注）1、2

普通株式 － 5,080,600 1,196,000 3,884,600 3,029

合計 － － 5,080,600 1,196,000 3,884,600 3,029

（注）１．第10回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。

２．第10回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

現金及び預金勘定 251,928千円 205,657千円

預金期間が３ヵ月を超える定期預金 － － 

現金及び現金同等物 251,928 205,657 

 

※２　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

株式の売却によりBlockshine Japan株式会社及びBlockshine Singapore Pte.Ltd.が連結子会社でな

くなったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並びに売却価額と売却による支出（純額）は、次のと

おりであります。

 

流動資産 69,424千円

固定資産 7,523

流動負債 △390,391

為替換算調整勘定 2,607

非支配株主持分 －

子会社株式の売却益 310,836

　株式の売却価額 0

現金及び現金同等物 38,990

　差引：売却による支出 △38,990

 

当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業用資金及び運転資金等の必要資金について、営業活動に基づく自己資金及び新株

予約権の行使により調達することとしております。また、投機的な取引は一切行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、短期貸付金は顧客の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等の殆どは３ヶ月以内の支払期日であります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）

当社は、与信管理規程に従い、毎年、与信枠を見直す体制としております。また、連結子会社の営業

債権につきましても、当社の与信管理規程に準じた同様の管理体制を導入しており、子会社管理部が顧

客の状況を定期的にモニタリングし、毎月、顧客毎に期日及び残高管理を行い、当社の管理本部がその

内容を精査し、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②　流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

 連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 251,928 251,928 －

（2）受取手形及び売掛金 213,789   

貸倒引当金（※1） △1,764   

 212,025 212,025 －

（3）短期貸付金 328,617   

貸倒引当金（※2） △328,617   

 － － －

資産計 463,953 463,953 －

（4）買掛金 167,585 167,585 －

（5）未払金 164,466 164,466 －

（6）未払法人税等 5,066 5,066 －

負債計 337,118 337,118 －

（※1）受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※2）短期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

 連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）現金及び預金 205,657 205,657 －

（2）受取手形及び売掛金 208,992   

貸倒引当金（※1） △1,601   

 207,390 207,390 －

（3）短期貸付金 330,286   

貸倒引当金（※2） △330,286   

 － － －

資産計 413,047 413,047 －

（4）買掛金 160,091 160,091 －

（5）未払金 136,426 136,426 －

（6）未払法人税等 3,726 3,726 －

負債計 300,244 300,244 －

（※1）受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※2）短期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法

資産

(1) 現金及び預金

現金及び預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3) 短期貸付金

回収不能見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結貸借対照表価額から貸倒見積

高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

負債

(4) 買掛金、(5) 未払金、(6) 未払法人税等

これらは短期間で決済又は納付されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

敷金及び保証金（※） 76,182 28,007

（※）敷金及び保証金は、返還期限の合理的な見積りが困難なことから、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、金融商品の時価等に関する事項には含めておりません。
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2020年３月31日）

（単位：千円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 251,928 － － －

受取手形及び売掛金 213,789 － － －

合計 465,718 － － －

（注）短期貸付金につきましては、回収時期を合理的に見積もることが困難であるため、上表には記載しておりません。

 

当連結会計年度（2021年３月31日）

（単位：千円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 205,657 － － －

受取手形及び売掛金 208,992 － － －

合計 414,649 － － －

（注）短期貸付金につきましては、回収時期を合理的に見積もることが困難であるため、上表には記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
 

当連結会計年度
（2021年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（注）１ 706,133千円  635,969千円

貸倒引当金 120,584  104,157

返品調整引当金 1,228  1,529

賞与引当金 5,822  6,214

たな卸資産 1,971  12,916

債務保証損失引当金 17,211  13,836

訴訟損失引当金 4,182  －

ポイント引当金 8,164  4,549

減損損失 41,828  28,778

その他 4,722  10,853

繰延税金資産小計 911,849  818,804

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額

（注）１

△706,133  △635,969

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △205,716  △182,834

評価性引当額小計 △911,849  △818,804

繰延税金資産合計 －  －

 

（注）１．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2020年３月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

4年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠

損金(※)
131,091 37,077 38,406 40,699 132,859 325,998 706,133

評価性引当額 △131,091 △37,077 △38,406 △40,699 △132,859 △325,998 △706,133

繰延税金資産 － － － － － － －

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

 

当連結会計年度（2021年３月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

4年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠

損金(※)
32,821 32,298 34,176 117,417 65,484 353,770 635,969

評価性引当額 △32,821 △32,298 △34,176 △117,417 △65,484 △353,770 △635,969

繰延税金資産 － － － － － － －

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前連結会計年度及び当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略しており

ます。

 

（資産除去債務関係）

当社及び連結子会社は、定期建物賃貸借契約書に基づく賃貸借期間終了時の原状回復義務を資産除去債務に関

する会計基準の対象としておりますが、重要性が乏しいため、注記を省略しております。

当社グループは、当連結会計年度末における資産除去債務について、負債計上に代えて、賃貸借契約に関連す

る敷金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当連結会計年度の負担に属

する金額を費用に計上する方法によっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

Blockshine Japan株式会社及びBlockshine Singapore Pte.Ltd.については、保有する全株式を2020年

２月14日付で売却し、みなし売却日を2019年12月31日としているため、2019年４月１日から2019年12月31

日の損益計算書を連結しております。

そのため、前連結会計年度において、「通信販売事業」、「ブロックチェーン関連事業」の２事業を報

告セグメントとしております。

当連結会計年度においては、当社グループは、通信販売事業を単一の報告セグメントとしており、その

他の事業については重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

  （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１、２

連結財務諸表
計上額
（注）３ 通信販売事業

ブロックチェーン
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 2,366,623 117,313 2,483,937 － 2,483,937

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － －  

計 2,366,623 117,313 2,483,937  2,483,937

セグメント利益又は損失

（△）
△150,469 △262,070 △412,539 △133,677 △546,216

セグメント資産 1,204,747 － 1,204,747 △1,237 1,203,509

減価償却費 39,865 30,024 69,890 － 69,890

のれん償却費 10,733 － 10,733 － 10,733

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
66,195 96,315 162,511 － 162,511

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△133,677千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等

であります。

２．セグメント資産の調整額△1,237千円には、各報告セグメントに配分していない全社資産及び連結子会社と

の債権債務の相殺消去が含まれております。全社資産の主なものは、現金及び預金56,735千円等の間接部門

にかかる資産であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

当社グループは、通信販売事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については重要性が乏し

いため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ＱＶＣジャパン 382,633 通信販売事業
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当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ＱＶＣジャパン 389,479 通信販売事業

株式会社ロフト 290,728 通信販売事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

    （単位：千円）

 通信販売事業
ブロックチェーン

関連事業
全社・消去 合計

減損損失 120,891 － 1,426 122,318

（注）「全社・消去」金額は、セグメントに帰属しない全社資産に係る減損損失であります。

 

当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

   （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

連結財務諸表
計上額

 通信販売事業 計

当期償却額 10,733 10,733 － 10,733

当期末残高 59,036 59,036 － 59,036

 
当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

当社グループは、通信販売事業を単一の報告セグメントとしており、その他の事業については重要性が乏

しいため、記載を省略しております。
 

EDINET提出書類

パス株式会社(E05674)

有価証券報告書

54/78



（関連当事者情報）

関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及びその近
親者

赤坂　惠司 － － 当社取締役 －
子会社株式
の譲渡

子会社株式
の譲渡

(注) １、３
0 － －

役員が議決権の
過半数を所有し
ている会社

Blockshine
Japan

株式会社

東京都
渋谷区

50,000
ブロック
チェーン関
連事業

－ 資金の貸付
資金の貸付
(注) ２、

３、４
－

短期
貸付金

232,000

Blockshine
Singapore
Pte.Ltd.

シンガ
ポール

28,930
ブロック
チェーン関
連事業

－ 資金の貸付
資金の貸付
(注) ２、

３、４
－

短期
貸付金

96,617

（注）１．Blockshine Japan株式会社は債務超過であったことから、2020年２月14日開催の当社取締役会での承認のも

と、１円で譲渡いたしました。

　　　２．上記１のとおり、Blockshine Japan株式会社の株式を、当社取締役の赤坂惠司氏に譲渡したため、

Blockshine Japan株式会社及び同社の100％子会社であるBlockshine Singapore Pte.Ltd.は、役員が議決権

の過半数を所有する会社となりました。

　　　３．赤坂惠司氏は、2020年２月27日をもって当社取締役を退任しており、当事業年度末日においては関連当事者

に該当しません。取引金額及び期末残高は、その時点でのものを記載しております。

　　　４．Blockshine Japan株式会社への短期貸付金について232,000千円、Blockshine Singapore Pte.Ltd.への短期

貸付金に対して96,617千円の貸倒引当を計上しております。また、当連結会計年度において、合計328,617

千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

 

当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。

 

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員が議決
権の過半数
を所有して
いる会社

株式会社
ジークス

東京都
渋谷区

50,000
企画・マー
ケティング

事業

（被所有）
直接
2.28

債務の保証
債務の保証
（注）１

49,743 － －

株式会社イ
ンデックス

東京都
渋谷区

10,000
経理財務
サービス

－ 業務の委託
業務委託費
の支払
（注）５

36,000 未払金 3,850

Blockshine
Technology
Corporatio
n Pty Ltd
（注）２

 
オースト
ラリア

330,450

 
仮想通貨業
務と同シス
テム開発

－ 業務の委託
業務委託費
の支払
（注）５

33,698

前払費用 10,691

買掛金 23,007

BastionPay
Technology
Pty Ltd
（注）２

オースト
ラリア

127,579
仮想通貨業
務と同シス
テム開発

－

業務ライセ
ンスの取得
カストディ
業務の受託

業務ライセ
ンスの取得
（注）３

98,435 － －

カストディ
売上

（注）４
100,523 売掛金 54,194

Bax
Company
Limited

香港 140
化粧品の企
画販売

－ 商品の販売
商品の販売
（注）４

－
長期未収入

金
10,161

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．株式会社ジークスにおける金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。なお、取引金額には、

債務保証の期末残高を記載しております。当連結会計年度において1,508千円の債務保証損失引当金戻入額

を計上しており、当連結会計年度末の債務保証損失引当金残高は49,743千円であります。

２．BastionPay Technology Pty Ltdは、当社の取締役であったLayla Dong 氏が議決権の67%を所有している

Blockshine Technology Corporation Pty Ltdが、議決権の100％を所有する会社であります。なお、Layla
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Dong 氏は2019年12月26日をもって当社取締役を退任しており当連結会計年度末日においては関連当事者に

該当しません。取引金額及び期末残高は、その時点でのものを記載しております。

３．ライセンスの譲受価格については、第三者機関により算定された価格を基礎として協議の上、合理的に決定

しております。

４．BastionPay Technology Pty Ltdへの売掛金54,194千円、Bax Company Limitedへの長期未収入金10,161千円

の全額について、貸倒引当金を計上しております。また、当連結会計年度において、BastionPay

Technology Pty Ltdへの売掛金に対して54,194千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

５．業務委託費については、委託業務の内容を勘案し、両社協議のうえ決定しております。

６．取引金額には消費税等は含めておりません。

 

当連結会計年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員が議決
権の過半数
を所有して
いる会社

株式会社
ジークス

東京都
渋谷区

50,000
企画・マー
ケティング

事業
－ 債務の保証

債務の保証
（注）１

49,743 － －

株式会社イ
ンデックス

東京都
渋谷区

10,000
経理財務
サービス

－ 業務の委託
業務委託費
の支払
（注）２

33,250 未払金 1,925

Bax
Company
Limited

香港 140
化粧品の企
画販売

－ 商品の販売
商品の販売
（注）３、

４
178

長期未収入
金

10,019

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．株式会社ジークスにおける金融機関等からの借入に対して債務保証を行っております。なお、取引金額に

は、債務保証の期末残高を記載しております。当連結会計年度において9,743千円の債務保証損失引当金戻

入額を計上しており、当連結会計年度末の債務保証損失引当金残高は40,000千円であります。

２．業務委託費については、委託業務の内容を勘案し、両社協議のうえ決定しております。

３．Bax Company Limitedは当社の取締役であった稲葉秀二氏が実質支配する会社であります。稲葉秀二氏は

2020年６月18日をもって当社取締役を退任しており、取引金額は退任日までの取引金額を、期末残高は退任

日時点の残高を記載しております。

４．Bax Company Limitedへの長期未収入金10,019千円の全額について、貸倒引当金を設定しております。

５．取引金額には消費税等は含めておりません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

１株当たり純資産額 26.32円 21.19円

１株当たり当期純損失（△） △27.54円 △18.36円

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、前連結会計年度においては１株当たり当期純損失であり、また

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。また当連結会計年度においては１株当たり当期純損失であ

り、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
前連結会計年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当連結会計年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純損失（△）

(千円)
△777,815 △538,106

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純損失（△）（千円）
△777,815 △538,106

期中平均株式数（株） 28,240,000 29,311,372

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

－

新株予約権１種類（新株予約

権の数38,846個（普通株式

3,884,600株））
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（重要な後発事象）

(1) 第11回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行について

当社は、2021年４月21日開催の取締役会において、ハヤテマネジメント株式会社（以下「ＨＭ社」といいます）

を割当先とするに第三者割当による行使価額修正条項付第11回新株予約権（以下「本新株予約権」といいます）の

発行を行うことを決議し、2021年５月７日に当該新株予約権の発行価額の総額の払込が完了いたしました。その概

要は次のとおりであります。

（1）割当日 2021年５月７日

（2）発行新株予約権数 140,000個

（3）発行価額 総額15,960千円（本新株予約権1個当たり114円）

（4）当該発行による潜在株式数
14,000,000株（新株予約権1個につき100株）

下限行使価額おいても、潜在株式数は14,000,000株です。

（5）調達資金の額

1,729,081千円（差引手取概算額）（注）

（内訳）

新株予約権発行分 15,960千円

新株予約権行使分 1,713,121千円

（6）行使価額及び行使価額の修正条項

当初行使価額　129円

下限行使価額　71.5円

行使価額は、各行使価額の修正につき、本新株予約権の各行使請求に係る

通知を当社が受領した日（以下「修正日」といいます。）の前取引日の株

式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値の90％に相当する金額

（円位未満小数第3位の端数を切り上げた金額）に修正されます。但し、

上記の計算による修正後の行使価額が、71.50円を下回ることとなる場

合、行使価額は下限行使価額とします。

（7）募集又は割当方法（割当予定先）
第三者割当の方法により、本新株予約権140,000個の全量をＨＭ社に割り

当てます。

（8）新株予約権の行使期間 自　2021年５月10日　至　2023年５月10日

（9）資金の使途

運転資金375,000千円、新製品開発費用200,000千円、新製品広告費用

979,000千円、既存製品広告費用75,000千円、事業拡大のための投資

100,000千円

（10）その他

本新株予約権は、会社法第236条第1項6号に定める新株予約権の譲渡制限は

ないものの、契約において、ＨＭ社が本新株予約権を第三者に譲渡する場合

には、当社取締役会の決議による承認を要する旨の制限が付されておりま

す。ただし、①ＨＭ社又はＨＭ社の関連会社であるハヤテインベストメント

株式会社（以下、両社を総称して「ハヤテグループ」といいます。）がその

一部又は全部の出資を成す法人等（組合、投資信託を含む。）、②ハヤテグ

ループの役職員、③ハヤテグループの役職員がその一部又は全部の出資を成

す法人等（組合、投資信託を含む。）（以下、①から③までを総称して「事

前承諾先」といいます。）の間の譲渡については、当社は予めこれを承諾す

るものとします。

ＨＭ社においては、その本新株予約権は基本的に行使を前提としており、そ

の行使により取得する当社普通株式について、継続保有及び預託に関する取

決めはなく、ＨＭ社が、適宜判断の上、比較的短期間で市場売却を目標とす

るものの、運用に際しては市場への影響を常に留意する方針であること、ま

た、ＨＭ社が本新株予約権を事前承諾先に譲渡する場合にも事前承諾先にお

いて同様の保有方針とすることを口頭にて確認しております。

（注）全ての本新株予約権が当初の行使価額で行使されたと仮定して算出した額から、本新株予約権の発行に係る諸費用

の概算額（92,000千円）を差し引いた金額です。行使価額が修正又は調整された場合には、当該調達資金の額は変動しま

す。また、本新株予約権の行使期間内に全部若しくは一部の本新株予約権の行使が行われない場合又は当社が取得した本

新株予約権を消却した場合に、当該調達資金の額は減少します。
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(2) 第10回新株予約権の取得及び消却

　当社は、2021年４月21日開催の取締役会において、2020年10月16日に発行した第10回新株予約権の残存する全て

を取得するとともに、取得後直ちにその全部を消却することを決議し、同日をもって取得及び消却を完了いたしま

した。

取得及び消却した新株予約権の数
26,280個

（潜在株式数2,628,000株）

取得価額 2,049千円

取得日及び消却日 2021年４月21日

取得及び消却を行う理由

第10回新株予約権の発行後において、当社の株価が行使価額を下回り、ま

たは大幅に上回らない水準で推移したことなどから発行時の想定のとおり

に行使が進んでおらず、また、今後の行使の確実性が乏しいことから、当

社は、本新株予約権の行使により見込んでいた調達額700,000千円のうち

調達に至っていない364,000千円の資金が不足することとなりました。

また、中期経営計画に基づき必要資金が増大していることから、別途の資

金調達を検討する必要があると考え、第三者割当による第11回新株予約権

の発行により新たな資金調達を行うことといたしました。

このため、第11回新株予約権により、2021年度及び2022年度に必要な資金

を確保できるものと考え、他方、さらなる株式価値の希薄化の軽減を図る

ことも重要であるとの考えから、本新株予約権の発行要項に従い、残存す

る本新株予約権の全部を取得した上で消却することといたしました。

 

(3) 新株予約権の行使による新株式の発行

① 2020年９月30日開催の取締役会決議に基づき2020年10月16日に発行した第10回新株予約権の一部について権利行

使がありました。当該新株予約権の権利行使の概要は次のとおりであります。

行使された新株予約権の数 12,566個

権利行使の時期 2021年４月１日から2021年４月９日まで

発行する株式の種類および数 普通株式　　1,256,600株

株式の発行価額 1株につき137円

株式の発行価額の総額 173,134千円

資本組入額の総額 86,567千円

資金の使途 新製品広告費用及び運転資金

 

② 2021年４月21日開催の取締役会決議に基づき2021年５月７日に発行した第11回新株予約権の一部について権利行

使がありました。当該新株予約権の権利行使の概要は次のとおりであります。

行使された新株予約権の数 20,918個

権利行使の時期 2021年５月17日から2021年６月28日まで

発行する株式の種類および数 普通株式　　2,091,800株

株式の発行価額 1株につき81.24円から94.74円

株式の発行価額の総額 186,537千円

資本組入額の総額 93,268千円

資金の使途
運転資金、新製品開発費用、新製品広告費用、既存製品広告費用、事業拡

大のための投資
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

【資産除去債務明細表】

当社及び当社グループは、不動産賃貸契約に基づく賃貸借期間終了時の原状回復義務を資産除去債務に関する

会計基準の対象としております。

当社グループは、当連結会計年度末における資産除去債務について、負債計上に代えて、賃貸借契約に関連す

る敷金及び保証金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当連結会計年度の負担に属

する金額を費用に計上する方法によっているため、該当事項はありません。

 

（２）【その他】

①　当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 472,278 1,071,006 1,685,455 2,208,231

税金等調整前四半期（当期）純損失（△） △134,068 △258,622 △392,217 △536,995

親会社株主に帰属する四半期（当期）純損

失（△）（千円）
△134,428 △258,792 △392,758 △538,106

１株当たり四半期（当期）純損失（△）

（円）
△4.76 △9.16 △13.61 △18.36

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失（△）（円） △4.76 △4.40 △4.45 △4.73

 

②　決算日後の状況

特記事項はありません。

 

③　訴訟

特記事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2020年３月31日)
当事業年度

(2021年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 56,735 170,927

関係会社売掛金 － 115,221

短期貸付金 328,617 330,286

関係会社短期貸付金 211,500 437,154

未収消費税等 4,703 3,553

その他 ※１ 17,833 ※１ 71,696

貸倒引当金 △336,682 △530,647

流動資産合計 282,709 598,192

固定資産   

投資その他の資産   

関係会社株式 841,492 580,034

長期前払費用 － 422

敷金及び保証金 － 818

投資その他の資産合計 841,492 581,275

固定資産合計 841,492 581,275

資産合計 1,124,201 1,179,468

負債の部   

流動負債   

関係会社短期借入金 60,000 242,554

未払金 ※１ 6,549 ※１ 49,685

未払費用 540 ※１ 1,879

未払法人税等 950 3,015

預り金 868 1,376

訴訟損失引当金 12,091 -

その他 11 700

流動負債合計 81,011 299,211

固定負債   

預り保証金 - ※１ 818

負債合計 81,011 300,030

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 332,393

資本剰余金   

資本準備金 1,304,896 1,537,290

その他資本剰余金   

自己株式処分差益 132,171 132,171

その他資本剰余金合計 132,171 132,171

資本剰余金合計 1,437,068 1,669,461

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △493,878 △1,125,447

利益剰余金合計 △493,878 △1,125,447

株主資本合計 1,043,189 876,407

新株予約権 - 3,029

純資産合計 1,043,189 879,437

負債純資産合計 1,124,201 1,179,468
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2019年４月１日
　至　2020年３月31日)

当事業年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

売上高 ※１ 34,544 ※１ 118,595

売上原価 － －

売上総利益 34,544 118,595

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 168,221 ※１,※２ 257,670

営業損失（△） △133,677 △139,075

営業外収益   

受取利息 ※１ 1,778 ※１ 462

有価証券利息 ※１ 1,759 -

受取保険料 - 5,000

その他 18 664

営業外収益合計 3,556 6,126

営業外費用   

支払利息 ※１ 157 ※１ 2,606

為替差損 3,382 -

株式交付費 - 13,639

貸倒引当金繰入額 328,617 192,295

営業外費用合計 332,157 208,540

経常損失（△） △462,278 △341,491

特別利益   

訴訟損失引当金戻入額 - 880

特別利益合計 - 880

特別損失   

子会社株式売却損 25,499 -

減損損失 1,426 -

訴訟損失引当金繰入額 3,723 -

子会社株式評価損 - 291,457

特別損失合計 30,650 291,457

税引前当期純損失（△） △492,928 △632,068

法人税、住民税及び事業税 950 △499

法人税等合計 950 △499

当期純損失（△） △493,878 △631,568
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,438,187 2,441,189 132,171 2,573,360 △3,474,479 1,537,068

当期変動額       

減資 △2,338,187 △1,136,292 3,474,479 2,338,187   

欠損填補   △3,474,479 △3,474,479 3,474,479  

当期純損失（△）     △493,878 △493,878

当期変動額合計 △2,338,187 △1,136,292 － △1,136,292 2,980,600 △493,878

当期末残高 100,000 1,304,896 132,171 1,437,068 △493,878 1,043,189

 

  

 純資産合計

当期首残高 1,537,068

当期変動額  

減資  

欠損填補  

当期純損失（△） △493,878

当期変動額合計 △493,878

当期末残高 1,043,189

 

EDINET提出書類

パス株式会社(E05674)

有価証券報告書

63/78



当事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 1,304,896 132,171 1,437,068 △493,878 1,043,189

当期変動額       

新株の発行 232,393 232,393  232,393  464,787

当期純損失（△）     △631,568 △631,568

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

      

当期変動額合計 232,393 232,393 － 232,393 △631,568 △166,782

当期末残高 332,393 1,537,290 132,171 1,669,461 △1,125,447 876,407

 

   

 新株予約権 純資産合計

当期首残高 － 1,043,189

当期変動額   

新株の発行  464,787

当期純損失（△）  △631,568

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

3,029 3,029

当期変動額合計 3,029 △163,752

当期末残高 3,029 879,437
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　８～10年

工具、器具及び備品　　　　　４～20年

 

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

（自社利用目的のソフトウエア）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

 

３．重要な繰延資産の処理方法

株式交付費

支出時に全額費用として処理しております。

 

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

訴訟損失引当金

訴訟に関する損失に備えるため、将来発生することとなる損失を見積り、必要と認められる金額を計上

しております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（1）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（2）連結納税制度

当事業年度より連結納税制度を適用しております。

 

（3）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社及び連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設さ

れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われ

た項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱

い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び

繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。
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（重要な会計上の見積り）

１．関係会社株式の評価

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

 当事業年度

関係会社株式 580,034千円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

市場価格のない関係会社株式について、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したと

きは、相当の減額をなし、評価差額は当期の損失として処理しております。ただし、市場価格のない関係

会社株式の実質価額について、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合には、減額を行ってお

りません。実質価額の回復可能性については、当該関係会社の事業計画を基礎としており、将来において

関係会社の業績が悪化した場合には、当該事業年度において関係会社株式の減損処理を行う可能性があり

ます。

新型コロナウィルス感染症の影響につきましては、翌事業年度においては一定の影響があるものの、

2022年４月以降は徐々に収束するとの仮定を設定しております。

これらの仮定は将来の不確実な経済状況および会社の経営状況の影響を受け、翌事業年度の財務諸表に

重要な影響を与える可能性があります。

 

（表示方法の変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年度

末に係る財務諸表から適用し、財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しました。

ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前事業年度

に係る内容については記載していません。

 

（貸借対照表関係）

※1　関係会社項目

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2020年３月31日）
当事業年度

（2021年３月31日）

流動資産   

短期金銭債権 527千円 52,439千円

短期金銭債務 2,753 45,502

長期金銭債務 － 818

 

EDINET提出書類

パス株式会社(E05674)

有価証券報告書

66/78



（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　2019年４月１日
至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

営業取引による取引高   

　売上高 34,544千円 118,595千円

　その他 5,824 40,286

営業取引以外の取引による取引高 3,678 3,144

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。なお、人件費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度41.1％、当事業年度50.7％、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は前事業年度58.9％、当事業年度49.3％であります。

 
前事業年度

（自　2019年４月１日
　　至　2020年３月31日）

当事業年度
（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

役員報酬 31,300千円 36,300千円

給与手当 26,046 60,858

業務委託費 30,902 －(注)

貸倒引当金繰入額 8,064 －

顧問料 29,387 53,999

（注）当事業年度における金額は、販売費及び一般管理費合計の10％以下であるため記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

前事業年度（2020年３月31日）

関係会社株式（貸借対照表計上額　841,492千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（2021年３月31日）

関係会社株式（貸借対照表計上額　580,034千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2020年３月31日）
 

当事業年度
（2021年３月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金 607,273千円  462,358千円

子会社株式評価損 308,078  361,963

貸倒引当金 116,458  162,484

その他 6,202  4,160

繰延税金資産小計 1,038,012  990,966

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △607,273  △462,358

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △430,739  △528,608

評価性引当額小計 △1,038,012  △990,966

繰延税金資産合計 －  －

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前事業年度及び当事業年度については、税引前当期純損失が計上されているため、記載を省略しておりま

す。
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（重要な後発事象）

(1) 第11回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行について

当社は、2021年４月21日開催の取締役会において、ハヤテマネジメント株式会社を割当先とする第三者割当

による行使価額修正条項付第11回新株予約権の発行を決議し、2021年５月７日に当該新株予約権の発行価額

の総額の払込が完了いたしました。

詳細は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項　重要な後発事象

（１）第11回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行について」をご参照ください。

 

(2) 第10回新株予約権の取得及び消却

当社は、2021年４月21日開催の取締役会において、2020年10月16日に発行した第10回新株予約権の残存する

全てを取得するとともに、取得後直ちにその全部を消却することを決議し、同日をもって取得及び消却を完

了いたしました。

詳細は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項　重要な後発事象（２）

第10回新株予約権の取得及び消却」をご参照ください。

 

(3) 新株予約権の行使による新株式の発行

① 2020年９月30日開催の取締役会決議に基づき2020年10月16日に発行した第10回新株予約権の一部について

権利行使がありました。

② 2021年４月21日開催の取締役会決議に基づき2021年５月７日に発行した第11回新株予約権の一部について

権利行使がありました。

　 詳細は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項　重要な後発事象

（３）新株予約権の行使による新株式の発行」をご参照ください。

 

 

 

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

該当事項はありません。

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 336,682 193,964 － 530,647

訴訟損失引当金 12,091 － 12,091 －

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

①　決算日後の状況

特記事項はありません。

 

②　訴訟

特記事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し

取扱場所

株主名簿管理人

取次所

買取・売渡手数料

 

－

－

－

－

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし，電子公告によることができない事故その他やむを

得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.pathway.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

(3) 募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第30期）（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）2020年８月31日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

2020年８月31日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

（第31期第１四半期）（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）2020年９月４日関東財務局長に提出

（第31期第２四半期）（自　2020年７月１日　至　2020年９月30日）2020年11月13日関東財務局長に提出

（第31期第３四半期）（自　2020年10月１日　至　2020年12月31日）2021年２月15日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

2020年６月18日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書

2020年７月1日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書

2021年２月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

(5) 臨時報告書の訂正報告書

2021年２月１日関東財務局長に提出

2021年２月１日に提出した臨時報告書の訂正報告書

(6) 有価証券届出書

2020年９月30日関東財務局長に提出

2020年10月16日を払込期日とする第三者割当による新株式及び新株予約権の発行

2021年４月21日関東財務局長に提出

2021年５月７日を払込期日とする第三者割当による新株式及び新株予約権の発行

(7) 有価証券届出書の訂正届出書

2021年４月26日関東財務局長に提出

2021年４月21日に提出した有価証券届出書の訂正届出書

2021年６月14日関東財務局長に提出

2021年４月21日に提出した有価証券届出書及び2021年４月26日に提出した有価証券届出書の訂正届出書の訂正届

出書
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 2021年６月30日

パス株式会社  
 

 取締役会　御中   

 

ＲＳＭ清和監査法人

東京事務所

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　平澤　　優　　　印

   

 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　武本　拓也　　　印

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるパス株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パス

株式会社及び連結子会社の2021年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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継続企業の前提

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は前連結会計年度において多額の営業損失及び当

期純損失を計上し、当連結会計年度においても、多額の

営業損失及び当期純損失を計上している状況であり、継

続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存

在している。会社は当該状況を解消するため、新株予約

権の行使による増資を始めとした各種対策を検討してい

る。

継続企業の前提に関する重要な不確実性がないものと結

論付けているが、当該結論に至るまでに検討した事項は監

査において特に重要であると判断したため、監査上の主要

な検討事項とした。

当監査法人は、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められるかどうか判断するため以下の監査手続を

実施した。

 

●　経営者の作成した将来計画について、キャッシュ・

フロー、利益その他関連する予測財務情報を経営者

と協議の上分析し、見積りの不確実性の程度が与え

える影響を評価するため、ストレステストを実施し

た。

 

●　訴訟や賠償請求等の存在、及びそれらの見通しと財

務的な影響の見積りに関する経営者の評価の合理性

について企業の顧問弁護士に照会した。

 

●　経営者の計画する資本政策が当該状況を解消し、又

は改善するものであるかについて、具体的なスキー

ム及び当該前提条件を確認し、新株予約権の割当先

への質問及び過去の株価分析等の実施により実行可

能性の評価を含めて検討した。

 

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠

に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意

見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、パス株式会社の2021年３月31

日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、パス株式会社が2021年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制

報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係

る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係
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会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管して

おります。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 2021年６月30日

パス株式会社  
 

 取締役会　御中   

 

ＲＳＭ清和監査法人

東京事務所

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　平澤　　優　　　印

   

 
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　武本　拓也　　　印

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるパス株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの第31期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パス株式

会社の2021年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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関係会社株式の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

財務諸表の有価証券関係注記に記載のとおり、会社

は、2021年３月31日現在、関係会社株式580,034千円を貸

借対照表に計上しており、当該金額は総資産額の49.2％

に相当する。また、重要な会計上の見積り注記に記載の

とおり、これらの株式はすべて市場価格のない関係会社

株式である。市場価格のない関係会社株式の実質価額

が、財政状態の悪化により著しく下落した場合には、相

当の減額処理を行う必要がある。但し、回復可能性が十

分な証拠によって裏付けられる場合には、期末において

相当の減額処理を行わないことも認められる。

当監査法人は、以下の理由から市場価格のない関係会

社株式にかかる評価の妥当性の検討を監査上の主要な検

討事項に該当するものと判断した。

 

●　会社は純粋持株会社であることから、市場価格のな

い関係会社株式の総資産に占める割合が高く、実質

価額の著しい下落により減額処理が行われた場合に

は、財務諸表全体に与える金額的影響が大きくなる

可能性があること。

 

●　実質価額が著しく下落した場合に行う回復可能性の

検討には、経営者の判断を伴うこと。

当監査法人は、市場価格のない関係会社株式の評価の

妥当性を検討するに当たり、主として以下の監査手続を

実施した。

 

●　決算・財務報告プロセスに係る内部統制において、

関係会社株式の評価に対する統制を理解し、整備・

運用状況を評価した。

 

●　実質価額の算定基礎となる各関係会社の財務情報に

ついて、実施した監査手続とその結果に基づき信頼

性を確かめ、帳簿価額に対する実質価額の著しい下

落が生じた関係会社株式の有無にかかる経営者の判

断の妥当性を評価した。

 

●　実質価額の著しい下落が生じていても、会社が回復

可能性があると判断している関係会社株式の回復可

能性の検討については、その基礎となる将来計画と

経営者によって承認された事業計画及び関連データ

との整合性を確認するとともに、経営者と議論を

行った。

 

 

継続企業の前提

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は前事業年度において多額の営業損失及び当期純

損失を計上し、当事業年度においても、多額の営業損失

及び当期純損失を計上している状況であり、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在してい

る。会社は当該状況を解消するため、新株予約権の行使

による増資を始めとした各種対策を検討している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性がないものと

結論付けているが、当該結論に至るまでに検討した事項

は監査において特に重要であると判断したため、監査上

の主要な検討事項とした。

当監査法人は、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められるかどうか判断するため以下の監査手続を

実施した。

 

●　経営者の作成した将来計画について、キャッシュ・

フロー、利益その他関連する予測財務情報を経営者

と協議の上分析し、見積りの不確実性の程度が与え

える影響を評価するため、ストレステストを実施し

た。

 

●　訴訟や賠償請求等の存在、及びそれらの見通しと財

務的な影響の見積りに関する経営者の評価の合理性

について企業の顧問弁護士に照会した。

 

●　経営者の計画する資本政策が当該状況を解消し、又

は改善するものであるかについて、具体的なスキー

ム及び当該前提条件を確認し、新株予約権の割当先

への質問及び過去の株価分析等の実施により実行可

能性の評価を含めて検討した。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管して

おります。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

パス株式会社(E05674)

有価証券報告書

78/78


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	２事業等のリスク
	３経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②ライツプランの内容
	③その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの概要
	（２）役員の状況
	（３）監査の状況
	（４）役員の報酬等
	（５）株式の保有状況


	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書及び連結包括利益計算書
	連結損益計算書
	連結包括利益計算書

	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資産除去債務明細表


	（２）その他

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	注記事項

	④附属明細表
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

